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議第24号

京都市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例の制定

について

　京都市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。

平成28年２月24日提出

京 都 市 長 門 川 大 作

京都市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例

第１条　京都市個人番号の利用に関する条例の一部を次のように改正する。

　　題名を次のように改める。

　　　　京都市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例

　　第１条中「利用に」を「利用及び特定個人情報の提供に」に改める。

　　第４条を第５条とする。

　　第３条第２項を同条第３項とし，同条第１項中「下欄」の右に「及び前

項各号」を，「特定個人情報」の右に「及び同項各号に掲げる事務に関す

る特定個人情報」を加え，同項を同条第２項とし，同条に第１項として次

の１項を加える。

　　　法第９条第２項に規定する条例で定める事務は，次の各号に掲げる執

行機関の区分に応じ，当該各号に定める事務とする。

　　⑴　市長　次に掲げる事務

　　　ア　児童福祉法の規定による医療費支給認定を受けた小児慢性特定疾

病児童等に対する日常生活用具の給付に関する事務

　　　イ　生活に困窮する外国人に対する保護の実施に関する事務

　　　ウ　京都市市営住宅条例の規定による二条市営住宅，南岩本市営住宅，

高瀬川南市営住宅，山ノ本市営住宅及び更新住宅の管理に関する事
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務

　　　エ　高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者（重度の

障害がある者に限る。）に対する健康管理費の支給に関する事務

　　　オ　介護保険法の規定による保険給付の支給に係る利用者負担額の減

額又は軽減に関する事務

　　⑵　教育委員会　小学校及び中学校並びにこれらに相当する学校（各種

学校を含む。）における就学の援助に関する事務

　　第３条の次に次の１条を加える。

　（特定個人情報の提供）

　第４条　市長等が別表の中欄に掲げる他の執行機関に対し同表の左欄に掲

げる事務を処理するために必要な同表の右欄に掲げる特定個人情報の提

供を求めた場合において，当該他の執行機関は，法第19条第10号の規定

に基づき，市長等に当該特定個人情報を提供することができる。

　２　前条第３項の規定は，前項の規定により市長等が他の執行機関から提

供された特定個人情報を利用して事務を処理した場合について準用する。

　　附則の次に次の別表を加える。

　別表（第４条関係）

　　１　市長

事　　　　　務 他の執行機関 特　定　個　人　情　報

法別表第１　15及び63
の項並びに第３条第１
項第１号イに規定する
事務

教育委員会 第３条第１項第２号に規定する事
務に関する特定個人情報

　　２　教育委員会

事　　　　　務 他の執行機関 特　定　個　人　情　報

第３条第１項第２号に
規定する事務

市長 次に掲げる特定個人情報
⑴ 　生活保護法の規定による保護
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　 の実施（第３条第１項第１号イ
に規定するものを含む。）に関
するもの
⑵ 　地方税法の規定による道府
県民税（個人に係るものに限
る。）又は市町村民税（個人に
係るものに限る。）に関するも
の
⑶ 　児童扶養手当法の規定による
児童扶養手当の支給に関するも
の

第２条　京都市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部

を次のように改める。

　　第３条第１項第１号に次のように加える。

　　　カ　高等学校及びこれに相当する学校（専修学校及び各種学校を含

む。）における修学の援助に関する事務

　　　キ　京都市老人医療費支給条例の規定による医療費の支給に関する事

務

　　　ク　京都市重度心身障害者医療費支給条例の規定による医療費の支給

に関する事務

　　　ケ　京都市ひとり親家庭等医療費支給条例の規定による医療費の支給

に関する事務

　　　コ　京都市子ども医療費支給条例の規定による医療費の支給に関する

事務

　　　サ　京都市敬老乗車証条例の規定による敬老乗車証の交付に関する事

務

　　第３条第２項に次のただし書を加える。

　　　ただし，法の規定により，情報提供ネットワークシステムを使用して

他の個人番号利用事務実施者から当該特定個人情報の提供を受けること

ができる場合は，この限りでない。
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附 則

（施行期日）

１　この条例は，次の各号に掲げる区分に応じ，それぞれ当該各号に定める

日から施行する。

　⑴　次項の規定　この条例の公布の日

　⑵　第１条及び附則第３項の規定　平成29年４月１日

　⑶　第２条の規定　市規則で定める日

（準備行為）

２　京都市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例第３条第１

項の規定により市長又は教育委員会が個人番号を利用するために必要な準

備行為は，第１条及び第２条の規定の施行前においても行うことができる。

（特定個人情報の提供に関する経過措置）

３　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律附則第１条第５号に掲げる規定が施行されるまでの間においては，京都

市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例第４条第１項中

「第19条第10号」とあるのは，「第19条第９号」とする。

提案理由

　執行機関がその事務を処理する場合における個人番号の利用及び特定個人

情報の提供に関し必要な事項を定める必要があるので提案する。


